
２０２０年度 事 業 予 算

１．予算方針

今年度も前年同様に堅実な収支を目指し、安定した収入益を生ずる運用を図ります。昨年は、

米中貿易摩擦、英国の欧州連合離脱問題など「脱グローバル化」が進展し、世界経済の不透明

感が高まりました。米中貿易交渉は第一段階の合意に達し、調印されたたものの、この状況は

今後も継続すると考えられます。このような状況の下、債券・投資信託などの配当の減少、株

券貸借取引による収入の減少がみこまれますが、これを補うべく、分散投資による価格変動リ

スクの低減、新たな証券会社による長期的な株券貸借の検討を行います。また、来年度は当財

団の５０周年となりますので、５０周年事業に向けた準備とその予算化を進めます。

２．予算概要

１）経常収益

今年度も昨年同様，株券や債権の配当・利息などにより収入の確保に努めます。

予算方針に記載のとおり、株式貸借取引の減少及び債券・投資信託の配当減などによる収

入の減少がありますが、一方株式の配当金の増加によって当期経常収益は昨年より９０１千円

増収の１６，９３６千円を計上します。そのうち、公益目的事業関係の収益には昨年度より６４４千

円増収の１０，６３０千円を計上します。

法人会計収益には昨年度より２５７千円増収の６，３０６千円を計上します。

２）経常費用

公益目的事業であります事業費の研究助成者・団体への支給として以下の６項目に支出し

ます。

１．研究助成として、４，８００千円。

２．留学研究助成として、１，２００千円。

３．海外歯科保健医療活動助成として、６００千円。

４．歯科衛生学／衛生教育学研究助成として、８００千円。

５．学会奨励助成として、口腔衛生学会と小児歯科学会宛に各１００千円助成し、合計２００

千円。

６．研究報告活動として研究報告書作成料として、７００千円。

これらの合計８，３００千円に助成者選考委員会及び経費支出等を加えた事業費支出合計は昨

年度より４９５千円増額の１０，６３９千円となります。よって、公益目的事業の当期経常増減額は

マイナス９千円となります。

一方、法人会計管理費については、役員報酬、役員退職給付金などの減額があり管理費は

昨年より２４０千円減少し、管理費合計は４，０１９千円となります。
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従いまして、法人会計の当期経常増減額は、プラス２，２８７千円となります。

当財団全体では、２０２０年度の経常費用は昨年より２５５千円多い、１４，６５８千円となります。

従いまして、２０２０年度の正味財産増減予算は次のとおりとなります。

当期経常収益（Ａ）： １６，９３６千円

当期経常費用（Ｂ）： １４，６５８千円

当期経常増減額（Ａ－Ｂ）： ２，２７８千円

正味財産期末残高： ３６３，５４４千円

因みに、公益目的事業比率は、本年度は７２．６％となります。
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２０２０年度正味財産増減予算書
２０２０年４月１日から２０２１年３月３１日まで

（単位：円）

科 目
２０２０年度 ２０１９年度 増 △減

（A-B）公益目的事業 法人会計 計（A） （B）
Ⅰ 一般正味財産増減の部
１ 経常増減の部
⑴ 経常収益
① 基本財産運用益 ６，３０６，０００ ６，３０６，０００ ６，０４９，０００ ２５７，０００

基本財産受取利息 ３００，０００ ３００，０００ ３２９，０００ △ ２９，０００
基本財産受取配当金 ６，００６，０００ ６，００６，０００ ５，７２０，０００ ２８６，０００

② 特定資産運用益 １０，６３０，０００ １０，６３０，０００ ９，９８６，０００ ６４４，０００
有価証券運用益 ４，４９１，０００ ４，４９１，０００ ４，１３９，０００ ３５２，０００
有価証券配当金 ６，１３８，０００ ６，１３８，０００ ５，８４６，０００ ２９２，０００
受取利息 １，０００ １，０００ １，０００ ０
経常収益計（A） １０，６３０，０００ ６，３０６，０００ １６，９３６，０００ １６，０３５，０００ ９０１，０００

⑵ 経常費用 ０
① 事業費 １０，６３９，０００ ０ １０，６３９，０００ １０，１４４，０００ ４９５，０００

研究助成金 ４，８００，０００ ０ ４，８００，０００ ４，８００，０００ ０
留学研究助成金 １，２００，０００ ０ １，２００，０００ １，２００，０００ ０
海外歯科保健医療活動助成金 ６００，０００ ０ ６００，０００ ６００，０００ ０
歯科衛生学・教育学研究助成金 ８００，０００ ０ ８００，０００ ８００，０００ ０
学会奨励助成金 ２００，０００ ０ ２００，０００ ２００，０００ ０
研究報告活動助成金 ７００，０００ ０ ７００，０００ ６５０，０００ ５０，０００
助成者選考委員会費 ４００，０００ ０ ４００，０００ ３８０，０００ ２０，０００
選考委員報酬 １８０，０００ ０ １８０，０００ １８０，０００ ０
役員報酬 ８００，０００ ０ ８００，０００ ５８０，０００ ２２０，０００
業務委託 １２０，０００ ０ １２０，０００ １２０，０００ ０
事務局員給与手当 ３００，０００ ０ ３００，０００ ３００，０００ ０
通勤手当 １６０，０００ ０ １６０，０００ １６０，０００ ０
旅費交通費 １００，０００ ０ １００，０００ ０ １００，０００
通信費 ６０，０００ ０ ６０，０００ ２５，０００ ３５，０００
事務消耗品・備品費 ５０，０００ ０ ５０，０００ ２０，０００ ３０，０００
賃借料 ６９，０００ ０ ６９，０００ ６９，０００ ０
雑 費 １００，０００ ０ １００，０００ ６０，０００ ４０，０００

② 管理費 ０ ４，０１９，０００ ４，０１９，０００ ４，２５９，０００ △ ２４０，０００
業務委託 ０ ２４０，０００ ２４０，０００ ２４０，０００ ０
役員報酬 ０ １，５４０，０００ １，５４０，０００ １，７６０，０００ △ ２２０，０００
役員退職給付金 ０ ２００，０００ ２００，０００ ３００，０００ △ １００，０００
事務局員給与手当 ０ ３００，０００ ３００，０００ ３００，０００ ０
会議費 ０ ３２０，０００ ３２０，０００ ３００，０００ ２０，０００
旅費交通費 ０ ４５０，０００ ４５０，０００ ３９０，０００ ６０，０００
通勤手当 ０ ３２０，０００ ３２０，０００ ３２０，０００ ０
通信費 ０ １３０，０００ １３０，０００ １３０，０００ ０
事務消耗品・備品費 ０ ５０，０００ ５０，０００ ５０，０００ ０
印刷・製本費 ０ １７０，０００ １７０，０００ １７０，０００ ０
業務打合せ費 ０ ５０，０００ ５０，０００ ５０，０００ ０
賃借料 ０ ６９，０００ ６９，０００ ６９，０００ ０
雑 費 ０ １８０，０００ １８０，０００ １８０，０００ ０
経常費用計（B） １０，６３９，０００ ４，０１９，０００ １４，６５８，０００ １４，４０３，０００ ２５５，０００

当期経常増減額（A-B） △ ９，０００ ２，２８７，０００ ２，２７８，０００ １，６３２，０００ ６４６，０００

２ 経常外増減の部
⑴ 経常外収益 ０ ０ ０ ０ ０
⑵ 経常外費用 ０ ０ ０ ０ ０
当期経常外増減額 ０ ０ ０ ０ ０
当期一般正味財産増減額 △ ９，０００ ２，２８７，０００ ２，２７８，０００ １，６３２，０００ ６４６，０００
一般正味財産期首残高 ３６１，２６６，０００ ３５９，６３４，０００ １，６３２，０００
一般正味財産期末残高 ３６３，５４４，０００ ３６１，２６６，０００ ２，２７８，０００

Ⅱ．正味財産期末残高 ３６３，５４４，０００ ３６１，２６６，０００ ２，２７８，０００
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